
書式第 12号 (法第 28条関係 )

平成31年度事業報告書

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

1 事業の成果

設立15年 目を迎えたが、企業をはじめとする組織への講座や研修など地道な活動を続けてきた結果、会
組織のみならず社会全体へ危機管理広報の重要性を広めることができ、その成果が認められるようになっ
てきた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

(2)その他の事業
実施 しなかった。

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施

場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人   数

事業費の

金額

(千円)

普及・啓発
事業

ホームページ等を通 じて当法

人の活動を広く紹介 した。

随時 東京/法人事務

所

3名 会員はじめ

不特定多数

355

教育研修事業
広報実践講座の他マスコミ関

係者を講師に東京や松山、仙

台等で研修交流 を開催。新

聞・テレビ・雑誌等の幹部や

記者 と会員 との交流を深める
ためマスコミ懇談会も開催 し

た。また少人数ゼ ミや広報の

女性管理職による情報交換会

も行った。

東京
4/17,6/19

9/19

11/20,2/21等

愛媛
6/4,1/28

テ員:ゴヒ
12/5

東 京 /主 婦 会

館・霞山会館

他

愛媛/松 山

東北/仙台

30名 会員は じめ、

広報関係 に従

事す る者 な ど

約1,000名

7,946

講師派遣事業

企業、自治体、大学など各方

面からの要請により、危機管

理広報に関するセ ミナーや研

修会に講師を派遣 した。

4/5,7/24

8/1,8/9/8/20

8/22,8/29

10/2,10/11

10/24,1/29

2/10,2/12

東京,名 古屋 ,

神戸,西条市な

ど依頼先 が指

定 した場所

22名 企業、自治体

大学などで広

報に携わる者

など約500名

2,27

相談事業 危機管理、 コンプライアン

ス、マスコミの取材対応や広

報計画策定に関する相談を受

けた。

年間を通 じて

随時

法人事務局や

相談者 の事業

所など

10名 企 業 や 自 治

体、学校 な ど
の広報担 当者

など約100名

0

事業費の

金額
(千円)

施
時

実

日

施

所
実
場

従事者
の人数

事 業 内 容事業名



書式第 13号 (法第 28条関係)
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7,401,455

18 781 436

17 979 574

801,862

I 経常収入の部
1 受取会費

正会員受取会費
賛助会員受取会費

2 事業収益
(1)教育研修事業収益
(2)講師派遣事業収益
(3)相 談事業収益

3 補助金等
地方公共団体補助金
民間助成金

4 寄付金
5 その他収益

受取利息
その他

経常収益計
Ⅱ 経常費用

1 事業費
(1)普及・啓発事業費

封筒,はがき,作製費
ホームページ・更新費
サーバー管理費

(2)教育研修事業費
通信・運搬費
交流会会場・懇親会費
少人数ゼ ミ会場・懇親会費
講師謝金
旅費交通費
マスコミ対策費
雑費

(3)講師派遣事業費
旅費交通費
講師謝金

(4)そ の他
事業費合計

2 管理費
役員報酬
給与手当
通勤定期
家賃・管理費
会議費 (理事会・総会等)

新聞図書費
消耗品費 (複合機 リース代/PC入替等)

通信運搬費
交通費
諸会費
雑費(商標登録更新料 。支払手数料など)

管理費合計
経常費用合計

当期経常増減額

801,862

15,782,774

16,584,636

Ⅲ 経常外収益
経常外収益計

Ⅳ 経常外費用
経常外費用計

当期正味財産増加額

前期繰越正味財産額

当期正味財産合計

(又 は減少額)

平成31年度活動計算書(その他事業がない場合)

平成31年4月 1日 か ら令和2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

(単位 :円 )



書式第 15号 (法 28条関係 )

平成31年度 貸借対照表

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

(単位 :円 )

科
日

】 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有 形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投 資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

預 り金

流 動 負
↓
―一ｉロ

本
国

債

2 固定負債

長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

16,584,636

16,584,636

16,584,636

16,584,636

15,782,774

801,862

16.584,636
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31年度計算書類の注記

1.重 要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)に よっ~

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固 定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(6)消 費税等の会計処理

税込処理

2.事 業別損益の状況
円 )

合計講師派遣事業 事業部門計 管理部門科 目 普及啓発事業 教育研修事業

11,848,374

142

11,848,374

6,932,920
142

4,430,000 2,502,920 6,932,920

11,848,516 18,781,4364,430,000 2,502,920 6,932,920

3,701,1003,701,100

14,278,47410,578,119 3,700,355355,110 7,946,690 2,276,319
17 979 574日 國回 四園2,276,319 10,578,119355,110 7,946,690

801 862□ 四コ Ⅸ田匝 ]四 △ 3 645 199△  355,110 △ 3,516,690

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人 件費

給料手当
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
印刷製本費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 …

…

■匹□国ロ

金額 算定方,内容

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 備考
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4 使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約 されていない正味財産は   円です。

(単位 :円 )

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者 との取引の内容
役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

(単 円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにす

るために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

７
，

８

）

科 日 期首取得価額 取得 減少 減価償却累計額 期末帳簿価額
有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 日 期首残高 当期借入 当期返済

合計

科 目
内役員及び近
親者 との取引

計算書類に

計上された

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法 28条関係 )

平成31年度財産目録

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

(単位 :円 )

科
日

【 金 額

資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

りそな銀行・愛媛銀行普通預金

未収金

事業未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

預 り金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

銀行借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

16,584,636

16,584,636

16,584,636

16,584,636



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

31年度年間役員名簿 Jl驚鷹εぢF雛騒I:鮮ξ闘′紫昴認繁爾
所並

生定E壁塾塁動型堕重聾塑望壺__

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1

ミスミセツオ

三隅説夫

平成31年4月 1 日

令和2年 3月 31日

平成31年4月 1 日

令和2年3月 31日

2

マングカズヒコ 平成31年4月 1 日

令和2年3月 31日

平成31年4月 1 日

令和2年3月 31日
高田和彦

3 巨憂]・ 監事

ノムラヒデキ 平成31年4月 1 日

令和 2`年3月 31 日
野村秀樹

4 匡ヨ・監事

カミヤタツキ

神谷 樹

平成31年4月 1 日

令和2年3月 31日

5 巨憂]・ 監事

ナガノカオリ

長野 香

平成31年4月 1 日

令和2年3月 31日

6 匡ヨ・監事

サキタヤスシ 平成31年4月 1 日

令和2年3月 31日
崎田 祥

7 睡垂卜監事

ダテセイコ

伊達聖子

平成31年5月 28日

令和2年 3月 31日

8 理事・[:ヨ

クサカシュウイチ 平成31年4月 1 日

令和2年3月 31日日下修一

匡ヨ・監事

巨ヨ・監事



書式第 4号 (法第10条・第28条 関係 )

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

氏    名 住 所 又 は 居 所

1 三隅説夫

2
萬田和彦

3 鏑木良子

4 森ビル鯛
広報室長 野村秀樹

5
あいおいニッセイ同和
損害保険m
広報部長 伊達聖子

6 mJTB
広報室長 神谷 樹

7
学校法人 立教学院

広報室長 長野 香

8
明和證券い

代表取締役社長

小林正浩

9 閉伊藤園
広報部長 原 滋典

10 閉 日本財託
広報室長 坂元寛和

11
0フ ジテレビジョン

編成局広報センター広報局長

若生伸子

12
明治安田生命保険 (相 )

理事・広報部長
森本律子


